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8.2.4 生態系 

（1）地域を特徴づける生態系への影響 

（工事中：造成等の施工による一時的な影響、存在・供用時：施設の存在） 

地域を特徴づける生態系への影響の調査、予測及び評価の手法を表 8.2.4-1(1)及び(2)に

示す。 

 

表 8.2.4-1(1) 調査、予測及び評価の手法（生態系への影響） 

項目 

調査、予測及び評価の手法 選定理由 環境影響評価 

項目の区分 

影響要因 

の区分 

生
態
系 

地
域
を
特
徴
づ
け
る
生
態
系 

工
事
中
：
造
成
等
の
施
工
に
よ
る
一
時
的
な
影
響 

存
在
・
供
用
時
：
施
設
の
存
在 

1 調査すべき情報 

(1)動植物その他の自然環境に係る概況 

(2)複数の注目種等の生態、他の動植物との関係又は生息

環境若しくは生育環境の状況 

※既存資料調査結果及び現地調査を基に、当該地域の生

態系を予測・評価するうえで適していると考えられる

種として注目種を選定した。 

上位性・典型性・特殊性の

注目等の現状を把握する

ため。 

2 調査の基本的な手法 

(1)動植物その他の自然環境に係る概況 

文献その他資料及び動植物の現地調査結果による情報

の収集並びに当該情報の整理及び解析を行った。 

(2)複数の注目種等の生態、他の動植物との関係又は生息

環境若しくは生育環境の状況 

【文献その他の資料調査】 

既存文献による情報の収集並びに当該情報の整理及び

解析を行った。 

【現地調査】 

原則、生態系の調査方法は「8.2.1 陸上植物」、「8.2.2 

陸上動物」、「8.2.3 水生生物」と同様とした。その他、

オオタカについては餌資源量調査、ヒバリについてはテ

リトリーマッピング調査を実施した。 

「道路環境影響評価の技

術手法」「面整備事業環境

影響評価技術マニュア

ル」「環境アセスメント技

術ガイド」等に記載され

ている一般的な手法とし

た。 

3 調査地域 

地域の自然特性・動植物の分布状況を考慮して対象事業

実施区域及びその周辺とした。 

「環境アセスメント技術

ガイド」等を参照し、設定

した。 

4 調査地点 

【現地調査】 

原則、生態系の調査地点は「8.2.1 陸上植物」、「8.2.2 

陸上動物」、「8.2.3 水生生物」と同様とした。その他、

図 8.2.4-4 に示す調査地点においても調査を実施した。 

動植物相が適切かつ効率

的に把握できる地点等と

した。 

5 調査期間等 

【現地調査】 

原則、生態系の調査期間は「8.2.1 陸上植物」、「8.2.2 

陸上動物」、「8.2.3 水生生物」と同様とした。その他、

表 8.2.4-13 に示す調査期間においても調査を実施した。 

動植物相が適切かつ効率

的に把握できる期間とし

た。 
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表 8.2.4-1(2) 調査、予測及び評価の手法（生態系への影響） 

項目 

調査、予測及び評価の手法 選定理由 環境影響評価 

項目の区分 

影響要因 

の区分 

生
態
系 

地
域
を
特
徴
づ
け
る
生
態
系 

工
事
中
：
造
成
等
の
施
工
に
よ
る
一
時
的
な
影
響 

存
在
・
供
用
時
：
施
設
の
存
在 

6 予測の基本的な手法 

分布、生息又は生育環境の改変の程度の把握については、地域を特

徴づける生態系に応じた注目種等の生育・生息分布域のうち、事業の

実施に伴って予測される影響要因に応じた環境影響について、直接

的改変を受ける区域及び生育・生息環境の変化がおよぶと考えられ

る区域を推定するとともに、推定した区域において、注目種等への影

響の程度や内容（死傷・消失、逃避、生育・生息阻害、繁殖阻害、生

育・生息域の減少等）を推定した。 

予測の基本的な手法については、注目種について他の動植物との

関係をふまえて、影響の程度や内容に応じて環境影響の量的又は質

的な変化の程度を推定するものとし、動物及び植物の調査結果をふ

まえて、文献その他の資料による類似事例の引用又は解析により行

った。 

影響の程度や内

容に応じて環境

影響の量的又は

質的な変化の程

度を推定できる

手法とした。 

7 予測地域 

「3 調査地域｣と原則、同じ地域とした。なお、必要に応じて注目

種のハビタットや生態系のまとまり等を考慮し再設定した。 

「環境アセスメ

ント技術ガイド」

等を参照し、設定

した。 

8 予測地点 

「4 調査地点｣と同じ地点とした。 

― 

9 予測対象時期等 

(1)造成等の施工による一時的な影響 

工事期間中における注目種の生育・生息環境への影響が最大と

なる時期とした。 

(2)施設の存在 

計画施設の稼働開始後、注目種の生育・生息環境が安定する時

期とした。 

生態系の注目種

等におよぶ影響

を的確に予測で

きる時期とした。 

10 評価の手法 

(1)環境影響の回避・最小化・代償に関する評価 

調査及び予測の結果に基づき、地域を特徴づける生態系に係る

環境影響について、実行可能な範囲内で回避・最小化・代償の方針

に沿った配慮が行われているかを評価した。 

回避・最小化・代

償に係る環境保

全目標を満足し

ているかを評価

する手法とした。 
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（2）調査の結果 

1）生態系の要素 

① 既存資料調査及び現地調査 

地域を特徴づける生態系を把握するため、調査地域の気候、地形・地質、水象、植生の調

査結果を既存資料調査及び現地調査により整理した。 

 

（ｱ）気候 

甲府地方気象台における気象観測結果から、気温については年間平均気温 16.4 ℃、最高

気温 38.7 ℃（7月）、最低気温-8.6 ℃（1月）、降水量は年間降水量 946.5 mm、最大月間降

水量 256.0 mm（6 月）、最低月間降水量 3.0 mm（1月）、風向・風速は年間平均風速 2.2 m/s

で、南西の風が卓越していた。 

なお、季節別の風況については、秋季に風速が弱くなり春季、冬季に強くなる傾向にあり、

春季、夏季、秋季は南西の風、冬季は北北西の風が卓越している。 

その他、詳細については第 4章（35 ページ）に示すとおりである。 

 

（ｲ）地形・地質 

対象事業実施区域及びその周辺は、笛吹川沿いに氾濫平野・後背低地や旧中洲が分布して

いる。対象事業実施区域の北側には、扇状地が広く分布しており、南側には、砂礫台地や山

地斜面等の曽根丘陵が分布している。 

また、対象事業実施区域の表層地質は、砂礫質沖積層からなっており、対象事業実施区域

の北側は砂礫質沖積層が広がっており、南側は洪積堆積物（曽根層群-シルト・砂礫・火山

砕屑物）や石英安山岩質溶岩・同質火山砕屑物が分布する。 

その他、詳細については第 4章（44 ページ、47ページ）に示すとおりである。 

 

（ｳ）水象 

対象事業実施区域に最も近い河川は、北側を流れる笛吹川である。対象事業実施区域の東

側には、一級河川の浅利川が、西側には一級河川の押出川が流れ、どちらも笛吹川へ合流し

ている。また、対象事業実施区域周辺は農業用水路が巡っており、農業用水は西へ流れ、押

出川の下をくぐって笛吹川へ合流している。 

その他、詳細については第 4章（41 ぺージ）に示すとおりである。 

 

（ｴ）植生 

対象事業実施区域内の植生は、水田雑草群落、畑雑草群落が広く分布しており、その他、

放棄水田雑草群落等が分布している。対象事業実施区域の北西側周辺には一級河川笛吹川が

流れており、笛吹川堤体では チガヤ群落、セイバンモロコシ群落が分布し、河川敷にはオ

オブタクサ・セイタカアワダチソウ群落が広く分布している。南東側周辺の曽根丘陵には放

棄された果樹園やスギ・ヒノキ植林が分布している。 

その他、詳細については「8.2.1 陸上植物」（719 ページ）に示すとおりである。 
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（ｵ）動植物等の生態系を構成する重要な要素 

調査範囲における生物相について、文献等調査では、哺乳類 25 種、鳥類 236 種、爬虫類

11 種、両生類 7種、昆虫類 510 種、魚類 46 種、底生動物 252 種、植物 803 種が確認された。 

現地調査では、哺乳類 12種、鳥類 70種、爬虫類 5種、両生類 3種、昆虫類 1,008 種、魚

類 11種、底生動物 52 種類、貝類 44 種類、植物 494 種類が確認された。 

上記に加え、地形・地質、土地利用、水象、植生を基に、地域を特徴づける生態系の基盤

となる類型区分を行った。対象事業実施区域を含む調査地域における環境は、「樹林」、「草

地・低木林」、「耕作地」、「市街地等」、「水域」の 5つの類型区分に分けられた。環境類型区

分を表 8.2.4-2 に、環境類型区分図を図 8.2.4-1 に示す。 

 

 

表 8.2.4-2 調査範囲における環境類型区分 

環境類型区分 植物群落区分・土地利用 地形・地質 水象 

樹林 

ムクノキ-エノキ群落、ヤマグワ群落(放棄果

樹園)、マグワ群落、ニワウルシ群落、センダ

ン群落、スギ・ヒノキ植林、モウソウチク・

マダケ林、ホテイチク林、アズマネザサ群落 

曽根丘陵 

洪積堆積物 
－ 

草地・低木林 

クコ・ノイバラ群落、ヨシ群落、ヒメガマ群

落、コガマ群落、オギ群落、アシカキ群落、

河辺一年生草本群落、外来沈水植物群落、オ

オブタクサ・セイタカアワダチソウ群落、ア

レチウリ群落、チガヤ群落、セイバンモロコ

シ群落 

河床、河川 

砂礫質沖積層 
笛吹川 

耕作地 
畑雑草群落、水田雑草群落、放棄畑雑草群落、

放棄水田雑草群落、果樹園 

氾濫平野・後背低地 

砂礫質沖積層 

浅利川取水の農

業用水路 

市街地等 
路傍・空地雑草群落、シバ地、住宅地・墓地

等、道路、コンクリート構造物、造成地 

氾濫平野・後背低地 

砂礫質沖積層 

浅利川 

笛吹川 

水域 開放水域（自然裸地、河川、水路・調整池） － 

笛吹川、浅利川、 

押出川、農業用

水路 
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図 8.2.4-1 環境類型区分図 
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2）生態系を構成する重要な機能 

調査地域を特徴づける生態系について、「8.2.1 植物」、「8.2.2 動物」、「8.2.3 水生生物」

の項目で確認された主要な植物・動物・水生生物及びその確認状況、それらの生態特性の知

見から、各類型区分の確認状況や種間の関わりを考慮し、笛吹川（北東）から曽根丘陵（南

西）にかけての断面を示した地域生態系の生態系模式図及び食物連鎖図を作成した。生態系

模式図を図 8.2.4-2 に、食物連鎖図を図 8.2.4-3 に示す。 

調査地域は笛吹川が形成した氾濫平野に位置し、水田や畑地から構成する「耕作地」、笛

吹川周辺に分布する「草地・低木林」、道路や点在する建物等の「市街地」、氾濫平野の南に

位置する曽根丘陵等の「樹林」の類型区分が分布する。 

対象事業実施区域は主に「耕作地」であり、水田雑草群落や放棄水田雑草群落、畑地雑草

群落等の生産者に低次消費者となる草地性や湿地性の昆虫類が生息し、それらを捕食する小

型哺乳類や小鳥類、両生類等が生息する。高次消費者のニホンイタチやキツネ、オオタカ、

フクロウ、チョウゲンボウ等は行動圏が広く、「樹林」や「草地・低木林」の主要なハビタッ

トから「耕作地」へ移動し捕食している。 

また、笛吹川「草地・低木林」や曽根丘陵の「樹林」は、人為的作用により変化する「耕

作地」や「市街地」の貧弱な生物相にカヤネズミやモリアオガエル等の生物群集を供給して

いる。「耕作地」だけでは生態系の構造が単純であるが、他の環境類型区分からの繋がりが

存在することで生態系が形成されていると考えられる。 

このように対象事業実施区域及び周辺を含む調査地域は、生物間の繋がりによって、地域

生態系が機能していると考えられる。 
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3）注目種の選定 

調査地域を特徴づける生態系への影響を把握するため、「上位性」、「典型性」、「特殊性」

の観点から表 8.2.4-3 に示す選定根拠により注目種を選定した。 

 

表 8.2.4-3 注目種等の選定根拠 

区 分 観 点 

上位性 

生態系を形成する動植物種等において栄養段階の上位に位置する種を対象とする。該当す

る種は栄養段階の上位の種で、生態系の攪乱や環境変化等の総合的な影響を指標しやすい種

が対象となる。また、小規模な湿地やため池等、対象地域における様々な空間スケールの生

態系における食物網にも留意し、対象種を選定する。そのため、哺乳類、鳥類等の行動圏の

広い大型の脊椎動物以外に、爬虫類、魚類等の小型の脊椎動物や、昆虫類等の無脊椎動物も

対象となる場合がある。 

典型性 

対象地域の生態系の中で、各環境類型区分内における動植物種等と基盤的な環境あるいは

動植物種等の間の相互連関を代表する動植物種等、生態系の機能に重要な役割を担うような

動植物等（例えば、生態系の物質循環に大きな役割を果たしている、現存量や占有面積の大

きい植物種、個体数が多い動物種、代表的なギルドに属する種等）、動植物種等の多様性を

特徴づける種、回遊魚のように異なる生態系間を移動する種等が対象となる。また、環境類

型区分ごとの空間的な階層構造にも着目し、選定する。 

特殊性 

湧水、洞窟、噴気口の周辺、石灰岩地域や、砂泥底海域に孤立した岩礁や貝殻礁等、成立

条件が特殊な環境で、対象事業に比べて比較的小規模である場に注目し、そこに生育する動

植物種等を選定する。該当する動植物種等としては特殊な環境要素や特異な場の存在に生息

が強く規定される動植物種等が挙げられる。 

注）ギルドとは同一の栄養段階に属し、ある共通の資源に依存して生活している複数の種または個体群のこと。 

出典：「環境アセスメント技術ガイド 生物の多様性・自然との触れ合い」（平成 29 年 日本環境アセスメント協会） 
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① 上位性の注目種 

生態系を形成する動植物種等において、栄養段階の上位に位置する種を対象とし、現地調

査で確認された動植物種等から 4 種（キツネ、ニホンイタチ、オオタカ、チョウゲンボウ）

を抽出した。上位性の注目種候補の概要を表 8.2.4-4 に示す。 

なお、フクロウについては一般的に上位性として扱われることが多いが、主要な生息環境

となる森林環境が改変されないこと、対象事業実施区域の水田環境等の採餌利用が考えられ

るが、近隣に施設等の人為的環境が存在し、餌となる両生類の多様性が低く、主要な生息環

境と推察されなかったことから、上位性の注目種候補から除外した。 

上位性の注目種候補について、表 8.2.4-5 に示す選定基準（7項目）を選定し、該当の有

無を検討し、注目種を選出した。この 7項目すべてが該当する種が上位性の注目種として妥

当であり、適切な予測も可能と考えられる。 

「上位性、環境のつながり、知見の有無」の 3項目については、既存資料や事例、生態特

性からすべての候補が該当する結果となった。 

その他の項目については、確認例数の少なさや確認時期、調査による解明度から該当項目

にバラツキがみられた。 

「改変域内における生息確認の有無」については、オオタカ、チョウゲンボウが該当した。

キツネ、ニホンイタチは対象事業実施区域の確認がないため、該当しなかった。 

「地域的特性」については、確認時期に偏りがあるチョウゲンボウが一部該当、その他の

候補が通年または繁殖期に確認されたことから該当となった。 

「重要な環境の分布」については、オオタカが繁殖環境（     遠方）、採餌環境も把握で

きたため該当となった。キツネ、ニホンイタチが採餌環境のみの把握であり一部該当、チョ

ウゲンボウは繁殖が確認されなかったため、該当しなかった。 

「データの精度」については、確認例の少なさからチョウゲンボウが該当せず、キツネが

一部該当、ニホンイタチとオオタカが確認例に偏りが無く確認例も多いため該当となった。 

以上の結果より、上位性の注目種として栄養段階の上位に位置し、広域な行動圏を持ち、

また、対象事業実施区域周辺を繁殖地として利用しているオオタカを選定した。 

選定結果を表 8.2.4-6 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※   ：動植物保全の観点から非公開とする。 
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表 8.2.4-4 上位性の注目種候補の概要 

注目種候補 抽出理由 

キツネ 哺乳類 

生態系の上位に位置し、1年を通して対象事業実施区域の周辺の多様

な環境を生息地として利用している。広域な行動圏を持ち、行動圏の

一部が対象事業実施区域の周辺に該当する。 

主にネズミ類、鳥類、昆虫類等の小型動物や果実を採食する高次消

費者である。 

ニホンイタチ 哺乳類 

生態系の上位に位置し、1年を通して対象事業実施区域の周辺の多様

な環境を生息地として利用している。広域な行動圏を持ち、行動圏の

一部が対象事業実施区域の周辺に該当する。 

カエル類、ネズミ類、鳥類、昆虫類等の陸上小型動物や、水域の甲殻

類、魚類等を捕食する高次消費者である。 

オオタカ 鳥類 

生態系の上位に位置し、春季、初夏季、夏季、冬季に対象事業実施区

域及びその周辺の多様な環境を生息地として利用している。広域な行

動圏を持ち、高利用域の一部が対象事業実施区域の周辺に該当する。 

主に鳥類や小型哺乳類を捕食する高次消費者である。 

チョウゲンボウ 鳥類 

生態系の上位に位置し、春季、初夏季、冬季に対象事業実施区域及

びその周辺の多様な環境を生息地として利用している。広域な行動圏

を持ち、行動圏の一部が対象事業実施区域及びその周辺に該当する。 
主に小型鳥類、ネズミ類、昆虫類等の小型動物を捕食する高次消費

者である。 
 
 

表 8.2.4-5 上位性の注目種の選定基準 

選定基準 内容 

上位性 当該地域の生態系において栄養段階の上位に位置する 

環境のつながり 行動圏が広く、環境のつながりや比較的広い環境を代表する 

改変域内の生息確認の有無 
改変域（対象事業実施区域）で生息が確認され、生態系の攪乱や環
境変化等の影響が現れやすい 

地域的特性 
繁殖期または越冬期、通年に生息が確認され、地域生態系の代表種
となる 

重要な環境の分布 
対象事業実施区域及びその周辺を採餌環境及び繁殖地として利用

している 

データの精度 調査データのバラツキが無く、適切な予測が可能 

知見の有無 生態に関する知見が多く、環境変化を予測しやすい 

注）選定基準の 7項目は、注目種選定が正しく行えるよう、「環境アセスメント技術ガイド 生物の多様性・
自然との触れ合い」（平成29年 日本環境アセスメント協会）、「環境アセスメント技術ガイド生態系」
（平成 14 年 財団法人自然環境研究センター）を基にし、それらに示されている注目種等を選定す
る際の留意点についても注意し選定した。 

 

表 8.2.4-6 上位性の注目種の選定結果 

選定基準 キツネ ニホンイタチ オオタカ チョウゲンボウ 

上位性 ○ ○ ○ ○ 

環境のつながり ○ ○ ○ ○ 

改変域内の生息確認の有無 × × ○ ○ 

地域的特性 ○ ○ ○ △ 

重要な環境の分布 △ △ ○ × 

調査におけるデータの精度 △ ○ ○ × 

知見の有無 ○ ○ ○ ○ 

選定結果   ◎  

注）記号の内容は以下のとおりである。 

○：該当する、△：一部該当する、×：該当しない、◎：選定 
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② 典型性の注目種 

生態系の機能に重要な役割を担うような動植物種等を対象とし、現地調査で確認された動

植物種等から 4種（タヌキ、カヤネズミ、ヒバリ、ニホンアマガエル）を抽出した。典型性

の注目種候補の概要を表 8.2.4-7 に示す。 

典型性の注目種候補について、表 8.2.4-8 に示す選定基準（8項目）を選定し、該当の有

無を検討し、注目種を選定した。この 8項目すべてが該当する種が典型性の注目種として妥

当であり、適切な予測も可能と考えられる。 

「典型性、代表的な種・群集、改変域内における生息確認の有無、知見の有無」の 4項目

については、既存資料や事例、生態特性、調査結果からすべての候補が該当する結果となっ

た。 

その他の項目については、確認例数の偏りや確認時期、調査による解明度から該当項目に

バラツキがみられた。 

「主要な環境類型区分」については、耕作地の環境類型区分で確認例の多いヒバリとニホ

ンアマガエルが該当となり、草地・低木林を主要な環境類型区分とするカヤネズミが一部該

当、樹林を主要な環境類型区分とするタヌキも一部該当することとなった。 

「地域的特性」については、通年で確認されたカヤネズミ、ヒバリ、ニホンアマガエルが

該当となり、確認時期に偏りがあるタヌキが該当しないこととなった。 

「重要な環境の分布」については、繁殖や繁殖期の確認状況からカヤネズミ、ヒバリ、ニ

ホンアマガエルが該当することとなった。タヌキは巣穴や幼獣、複数個体同時確認等の繁殖

に係る情報が確認されなかったため、一部該当となった。 

「データの精度」については確認例の多いカヤネズミ、ヒバリ、ニホンアマガエルが該当

となり、比較的確認例が少ないタヌキが一部該当となった。 

以上の結果より、典型性の注目種として当該地域の生態系において生物間の相互連関や生

態系の機能に重要な役割を担っているヒバリ及びニホンアマガエルを選定した。 

選定結果を表 8.2.4-9 に示す。 

 

表 8.2.4-7 典型性の注目種候補の概要 

注目種候補 抽出理由 

タヌキ 哺乳類 

対象事業実施区域及びその周辺の樹林や草地、湿地等に生息し、ネ

ズミ類、昆虫類、ミミズ、果実等を採食する雑食性の動物であり、食

性を複数の環境に依存している。 

カヤネズミ 哺乳類 

対象事業実施区域及びその周辺の草地や耕作地等、特に笛吹川沿い

の河川草地に生息し、イネ科草本、昆虫類を採食する雑食性の動物で

あり、食性を複数の環境に依存している。 

ヒバリ 鳥類 

対象事業実施区域及びその周辺の草地や耕作地等に生息し、植物の

種子、昆虫類を採食する雑食性の動物であり、高次消費者の重要な餌

資源と考えられる。 

ニホンアマガエル 両生類 

対象事業実施区域及びその周辺の多様な環境に生息し、昆虫類、ク

モ類を捕食する動物食性の動物である。一方、哺乳類、鳥類、ヘビ類

にとって重要な餌資源となっている。 

対象事業実施区域及びその周辺の特殊な土地利用（二毛作等）や水

管理に適応した種であり、対象事業実施区域の主な環境である水田環

境を象徴する種である。 
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表 8.2.4-8 典型性の注目種の選定基準 

選定基準 内容 

典型性 

当該地域の生態系において、生物間の相互連関や生態系の機能に重
要な役割を担う種・個体群、または生物群集の多様性、生態系遷移

を特徴づける種・群集 

代表的な種・群集 調査結果において、確認例や確認個体数が多い 

改変域内の生息確認の有無 
改変域（対象事業実施区域）で生息が確認され、生物群集の多様性

を特徴づけている、または生態遷移を特徴づけている 

主要な環境類型区分 
地域生態系の主要な環境類型区分である「耕作地」を主要な生息環
境とし、生態系の攪乱や環境変化等の影響が現れやすい 

地域的特性 通年に生息が確認され、地域生態系の代表種となる 

重要な環境の分布 
対象事業実施区域及びその周辺を採餌環境及び繁殖地として利用

している 

データの精度 調査データのバラツキが無く、適切な予測が可能 

知見の有無 生態に関する知見が多く、環境変化を予測しやすい 

注）選定基準の 8項目は、注目種選定が正しく行えるよう、「環境アセスメント技術ガイド 生物の多様性・
自然との触れ合い」（平成29年 日本環境アセスメント協会）、「環境アセスメント技術ガイド生態系」
（平成 14 年 財団法人自然環境研究センター）を基にし、それらに示されている「注目種・群集を選
定する際の留意点」についても注意し選定した。 

 

表 8.2.4-9 典型性の注目種の選定結果 

選定基準 タヌキ カヤネズミ ヒバリ ニホンアマガエル 

典型性 ○ ○ ○ ○ 

代表的な種・群集 ○ ○ ○ ○ 

改変域内の生息確認の有無 ○ ○ ○ ○ 

主要な環境類型区分 △ △ ○ ○ 

地域的特性 × ○ ○ ○ 

重要な環境の分布 × ○ ○ ○ 

調査におけるデータの精度 △ ○ ○ ○ 

知見の有無 ○ ○ ○ ○ 

選定結果   ◎ ◎ 

注）記号の内容は以下のとおりである。 

○：該当する、△：一部該当する、×：該当しない、◎：選定 

 

 

③ 特殊性の注目種 

特殊性の注目種は、表 8.2.4-3 に示したとおり、分布範囲が狭い又は特殊な環境に生育・

生息する動植物種を対象とし、候補の抽出を試みた。しかし、対象事業実施区域及び周辺に

は特殊な環境が存在しないことから、特殊性の注目種は選定しないこととした。 
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4）現地調査の結果 

① 上位性の注目種（オオタカ） 

（ｱ）調査手法 

ｱ）現地調査 

現地調査の調査手法は、「8.2.2 陸上動物」と同様とした。 

 

ｲ）餌資源量調査 

餌資源量調査の調査手法は、定点調査を実施した。「樹林、草地・低木林、耕作地（平野

部）、耕作地（丘陵地）、市街地等、水域」の餌資源量調査における環境類型区分を設定し、

各環境類型区分の代表地に 1点～2点の定点を選定した。 

なお、供用時のおける餌資源量を推定するため、類似施設（中巨摩清掃工場）について

も定点を設け、同様の調査を行った。選定した定点において、一辺 50m のコドラートを設

定し、10分間観察を行い、コドラート内を利用する鳥類を確認した。 

確認された種のうち、「オオタカ等の保護と人工林施業等との共生に関する調査研究・そ

の 2」（平成 19年 林野庁 関東森林管理局）に従い、シメ（45g）以上のサイズの鳥類を好

適餌種として選定した。 

 

（ｲ）調査地点 

ｱ）現地調査 

現地調査の調査地点は、「8.2.2 陸上動物」と同様とした。 

 

ｲ）餌資源量調査 

餌資源量調査の調査地点は、「（ｱ）調査手法 ｲ）餌資源量調査」に示したとおりである。 

 

（ｳ）調査実施日 

ｱ）現地調査 

現地調査の調査実施日は、「8.2.2 陸上動物」と同様とした。 

 

ｲ）餌資源量調査 

餌資源量調査の調査実施日を表 8.2.4-10 に示す。 

 

表 8.2.4-10 調査実施日 

調査手法 調査季 調査実施日 

定点調査 初夏季 令和 6 年 6 月 27 日 
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（ｴ）調査結果 

ｱ）現地調査 

現地調査の結果は、「8.2.2 陸上動物」に示すとおりであり、繁殖期（2月～8月）の確

認状況は、2 月では 31 例、3 月では 35 例、4 月では 5 例、5 月では 3 例、6 月では 11 例、

7月では 13 例の計 98 例であった。一方、非繁殖期（9月～1月）における鳥類（一般鳥類）

調査による確認状況は、9月（鳥類調査）では 0例、1月（鳥類調査）では 0例の計 0例で

あり、非繁殖期における確認はなかった。また、対象事業実施区域を含む調査範囲やその

周辺においてディスプレイ飛翔等の繁殖に係る行動が確認されたため、林内踏査を行い、

対象事業実施区域から  圏内に 4か所の巣（Aペア～Dペアとする。）が確認された。 

なお、オオタカは繁殖初期にペア外の個体が行動圏内へ進入することがあり、営巣地が

隣接することからも、個体識別が困難であった。しかし、繁殖期が進むにつれ、オオタカ

ペアは営巣地を中心とする行動圏内を主要な生息環境として利用するものと考えられる。 

オオタカは、対象事業実施区域及びその周辺の利用が確認されたため、対象事業実施区

域を行動圏の一部とするペアが存在すると想定された。そのため、地域生態系食物連鎖の

高次消費者として、広域な範囲を利用し、主に鳥類等を捕食していると考えられる。 

 

ｲ）餌資源量調査 

餌資源量調査の結果、好適餌種は 12 種の生息が確認された。なお、カワウ、アオサギ、

ダイサギも確認されたが、オオタカよりも明らかに身体のサイズが大きく、資料情報にお

いても好む等の記載がみられなかったため、好適餌種から除外した。また、カラス類も確

認されたが、餌資源量調査だけでなく現地調査においてもオオタカによるカラス類への狩

り行動が確認されなかったため、好適餌種から除外した。 

環境類型区分別の確認状況は、キジバトが水域を除く環境類型区分で広く確認され、水

域ではマガモやカルガモが確認された。環境類型区分毎の好適餌種の平均確認個体数を表 

8.2.4-11(1)及び(2)に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※   ：動植物保全の観点から非公開とする。 
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表 8.2.4-11(1) 環境類型区分における好適餌種の 1ha あたりの平均確認個体数 

No. 目名 科名 種名 

1ha あたりの平均確認個体数 

樹林 
草地・ 

低木林 

耕作地 

（平野部） 

耕作地 

（丘陵地） 

1 キジ キジ コジュケイ 2.00 0.00 0.00 0.00 

2   キジ 0.00 5.33 1.33 1.33 

3 カモ カモ マガモ 0.00 0.00 0.00 0.00 

4   カルガモ 0.00 0.00 0.00 0.00 

5 ハト ハト カワラバト（ドバト) 0.00 0.00 26.67 0.00 

6   キジバト 1.33 1.33 5.33 8.00 

7 カッコウ カッコウ ホトトギス 2.00 0.00 0.00 0.00 

8 スズメ カラス カケス 0.67 0.00 0.00 0.00 

9  チメドリ ガビチョウ 7.33 2.67 0.00 0.00 

10  ヒヨドリ ヒヨドリ 12.67 0.00 0.00 0.00 

11  ムクドリ ムクドリ 0.00 2.67 0.00 12.00 

12  アトリ イカル 0.00 0.00 0.00 0.00 

注）平均確認個体数の算出には表記以外の小数点以下も含めて計算していることから、表記の数値のみでは計算が合

わない場合がある。 

 

 

表 8.2.4-11(2) 環境類型区分における好適餌種の 1ha あたりの平均確認個体数 

No. 目名 科名 種名 
1ha あたりの平均確認個体数 

市街地等 水域 類似施設 

1 キジ キジ コジュケイ 0.00 0.00 0.00 

2   キジ 0.00 0.00 1.33 

3 カモ カモ マガモ 0.00 9.33 0.00 

4   カルガモ 0.00 4.00 0.00 

5 ハト ハト カワラバト（ドバト) 0.00 33.33 8.00 

6   キジバト 18.67 0.00 13.33 

7 カッコウ カッコウ ホトトギス 0.00 0.00 0.00 

8 スズメ カラス カケス 0.00 0.00 0.00 

9  チメドリ ガビチョウ 0.00 0.00 0.00 

10  ヒヨドリ ヒヨドリ 12.00 0.00 2.67 

11  ムクドリ ムクドリ 0.00 0.00 0.00 

12  アトリ イカル 0.00 0.00 2.67 

注）平均確認個体数の算出には表記以外の小数点以下も含めて計算していることから、表記の数値のみ

では計算が合わない場合がある。 
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② 典型性の注目種（ヒバリ） 

（ｱ）調査手法 

現地調査の手法を表 8.2.4-12 に示す。 

 

表 8.2.4-12 ヒバリの現地調査の手法 

調査対象 調査手法 調査内容 調査時期・回数 

典型性の 

注目種 

（ヒバリ） 

テリトリーマッピン

グ法 

テリトリーマッピング法により、踏査ルート

周辺のヒバリの行動域を把握した。繁殖期に踏

査ルートを 4回繰り返し調査し、囀り飛翔が確

認された地点を繰り返し地図上に記録した。 

繁殖期 1回（春季） 

 

（ｲ）調査地点 

現地調査の踏査ルートを図 8.2.4-4 に示す。 

 

（ｳ）調査実施日 

現地調査の調査実施日を表 8.2.4-13 に示す。 

 

表 8.2.4-13 調査実施日 

調査手法 調査季 調査実施日 

テリトリーマッピング法 春季 令和 5 年 4 月 11 日 ～ 12 日 
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図 8.2.4-4 現地調査の範囲及び地点（ヒバリ） 
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（ｴ）調査結果 

調査の結果、ヒバリの囀り飛翔は 29 例が確認された。調査結果を表 8.2.4-14 に、ヒバ

リの確認位置を図 8.2.4-5 に示す。 

繁殖期における囀り飛翔の確認地点を基に、ヒバリのつがい数及び行動域を推定した。

行動域の図化にあたっては、「東京都の島状草地におけるヒバリの繁殖状況とハビタット選

好性」（佐々木、森林野生動物研究会誌、2005 年、31）において示されているヒバリの行動

域の最大面積値である 1.76ha を満たすように囀り飛翔の確認地点から行動域の円を作図

した。なお、現地調査において、同時に複数個体の囀りを確認した場合には別つがいとし、

複数点確認された行動域については、その複数点の重心を中心として、円を作図した。 

ヒバリのつがい数及び行動域推定の結果、12つがいが確認され、ヒバリの行動域のうち

最も広い行動域は 2.78ha、最も狭い行動域は 1.76ha であった。推定した行動域を図 

8.2.4-6 に、各推定行動域の面積を表 8.2.4-15 に示す。 

なお、ヒバリは環境類型区分「耕作地」を代表する鳥類であり、複数のつがいのハビタ

ットが形成されていた。耕作地で繁殖し、草の実や昆虫類を餌とする。生活圏は耕作地に

依存するが、行動圏が広い高次消費者や行動圏の狭いヘビ等の消費者の餌として、地域生

態系の食物連鎖の中間的位置に存在すると考えられる。 

 

表 8.2.4-14 生息状況調査結果（囀り飛翔確認例数） 

踏査ルート 1 回目 2 回目 3 回目 4 回目 合計 

RT01 3 3 3 0 9 

RT02 3 7 5 5 20 

合計例数 6 10 8 5 29 

 

表 8.2.4-15 ヒバリの推定行動域の面積 

行動域 
No 

推定行動域 
面積（ha） 

1 1.76  

2 1.76  

3 1.76  

4 1.76  

5 1.76  

6 2.22  

7 2.78  

8 1.76  

9 1.76  

10 1.76  

11 1.76  

12 1.76  
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図 8.2.4-5 ヒバリの確認位置  
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図 8.2.4-6 ヒバリの推定行動域  
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③ 典型性の注目種（ニホンアマガエル） 

（ｱ）調査手法 

現地調査の調査手法は、「8.2.2 陸上動物」と同様とした。 

 

（ｲ）調査地点 

現地調査の調査地点は、「8.2.2 陸上動物」と同様とした。 

 

（ｳ）調査実施日 

現地調査の調査実施日は、「8.2.2 陸上動物」と同様とした。 

 

（ｴ）調査結果 

調査の結果、対象事業実施区域内では草地・低木林で 2地点 2個体、耕作地で 33 地点 44

個体が確認された。 

対象事業実施区域の周辺では樹林で 7 地点 7 個体、草地・低木林で 16 地点 18 個体、耕

作地で 82 地点 103 個体、市街地等で 7地点 7 個体、水域で 16 地点 18 個体が確認された。 

上記のうち、繁殖に係る確認として、対象事業実施区域内では水田 3 地点で幼生が確認

され、対象事業実施区域の周辺では水田 11地点で幼生が確認された。 

確認位置を図 8.2.4-7 に示す。 

なお、対象事業実施区域及びその周辺は水田環境にもかかわらず、ニホンアマガエル以

外の両生類がほとんど確認されていない。そのため、ニホンアマガエルは地域生態系にお

ける高次消費者の餌生物として食物連鎖の役割は大きいと考えられる。 
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図 8.2.4-7 ニホンアマガエルの確認位置 
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（3）予測の結果 

1）造成等の施工による一時的な影響及び施設の存在による影響 

① 地域生態系注目種等への影響 

（ｱ）予測地域 

調査地域と原則、同じ地域とした。なお、必要に応じて注目種のハビタットや生態系のま

とまり等を考慮し再設定した。 

 

（ｲ）予測地点 

調査地点と同じ地点とした。 

 

（ｳ）予測対象時期 

工事期間中における注目種の生育・生息環境への影響が最大となる時期、並びに計画施設

の稼働開始後、注目種の生育・生息環境が安定する時期とした。 

 

（ｴ）予測手法 

ｱ）予測手順 

分布、生息又は生育環境の改変の程度の把握については、地域を特徴づける生態系に応

じた注目種等の生育・生息分布域のうち、事業の実施に伴って予測される影響要因に応じ

た環境影響について、直接的改変を受ける区域及び生育・生息環境の変化がおよぶと考え

られる区域を推定するとともに、推定した区域において、注目種等への影響の程度や内容

（死傷・消失、逃避、生育・生息阻害、繁殖阻害、生育・生息域の減少等）を推定した。 

予測の基本的な手法については、注目種について他の動植物との関係をふまえて、影響

の程度や内容に応じて環境影響の量的又は質的な変化の程度を推定するものとし、動物及

び植物の調査結果をふまえて、文献その他の資料による類似事例の引用又は解析により行

った。 
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ｲ）予測条件 

i 環境配慮事項 

本事業においては表 8.2.4-16 に示すとおり環境配慮事項を計画している。予測結果につ

いてはこの環境配慮事項をふまえた結果を示す。 

 

表 8.2.4-16 環境配慮事項 

環境要因 影響 措置の内容 区分 効果の不確実性 

工事中 造成工事 繁殖影響、 

生息個体・環境へ

の影響 

工事の実施により、対象事業

実施区域の生息個体への影響

が想定される。そのため、事

前環境整備として、工事に先

立ち、草地環境の段階的な刈

り込みや水路及び水田への水

流入の停止を行い、地域生態

系を構成する動物を対象事業

実施区域周辺へ誘導する。 

最小化 

草地環境の刈り込み等の

事前環境整備により、生

息環境の管理を行うこと

で、生息個体への影響を

低減できるため、不確実

性はないと考えられる。 

 建設機械の 

稼働 

騒音・振動 建設機械の稼働による騒音や

振動の影響により一時的に忌

避する可能性が考えられる

が、低騒音型・低振動型の建

設機械を使用し、周辺環境へ

の騒音・振動の影響をさらに

低減する。 

最小化 

建設機械の稼働による騒

音や振動の影響は一時的

であると考えられるが、

低騒音型・低振動型の建

設機械を使用すること

で、周辺環境への騒音・振

動の影響をさらに低減で

きるため、不確実性はな

いと考えられる。 

 周辺環境へ

の立入り 

周辺環境の攪乱 工事作業員が周辺環境へ立入

ることで周辺環境の攪乱や生

息個体への影響が考えられ

る。これらの影響を低減する

ため、対象事業実施区域周辺

の草地や水田、森林への作業

員の立入りを制限する。 

最小化 

工事作業員による周辺環

境への不用意な立入りを

制限することで、人為的

な攪乱による影響を低減

できるため、不確実性は

ないと考えられる。 

工事中・

供用時 

事業関係車

両の走行 

ロードキルの発生 対象事業実施区域内の資機材

運搬車両及び廃棄物運搬車両

との接触やロードキルの可能

性が考えられるため、運転者

に対して、ロードキル防止の

事前講習や対象事業実施区域

での速度制限の啓発活動を実

施する。 

最小化 

対象事業実施区域内の関

係車両の運転者へロード

キル防止の事前講習や対

象事業実施区域での速度

制限の啓発活動を実施す

ることで、車両走行の影

響を低減できるため、不

確実性はないと考えられ

る。 

供用時 夜間照明の 

点灯 

生育・生息環境の

攪乱 

昆虫類の誘因効果の低い黄色

高圧ナトリウムランプや LED

照明等を使用し、対象事業実

施区域外への光の漏れ出し防

止のために照射角度調整やラ

ンプシェード設置を行うこと

で、昆虫類や夜行性生物、植

物、農作物への影響を最小化

する。 

最小化 

昆虫類の誘因効果の低い

照明を使用し、光の漏れ

出し防止のために照射角

度調整やランプシェード

設置を行うことで、昆虫

類や夜行性生物、植物、農

作物への影響を低減でき

るため、不確実性はない

と考えられる。 
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（ｵ）予測結果 

地域生態系注目種等への影響を予測した。 

また、植生区分における改変前後の面積変化については、事業実施により、コガマ群落

やオギ群落、畑雑草群落、水田雑草群落等の対象事業実施区域内に分布する植生の計5.78ha

が消失し、新ごみ処理施設の他、緑地帯及び住民の憩いの場所（芝生公園）や雨水調整池

等の設置や水路の付替え、後述する新たな生育・生息環境の創出を計画している。植生区

分における改変前後の面積変化を表 8.2.4-17 に示す。 

 

表 8.2.4-17 植生区分における改変前後の面積変化 

凡例 

番号 
植生図凡例 

対象事業実施区域 調査範囲（周辺 200m) 

改変前 改変後 改変前 改変後 

面積

(ha) 

割合

(%) 

面積

(ha) 

割合

(%) 

面積

(ha) 

割合

(%) 

面積

(ha) 

割合

(%) 

1a ムクノキ-エノキ群落 ― ― ― ― 0.30 0.77 0.30 0.77 

2a ヤマグワ群落（放棄果樹園） ― ― ― ― 0.80 2.02 0.80 2.02 

2b マグワ群落 ― ― ― ― 0.00 0.01 0.00 0.01 

2c ニワウルシ群落 ― ― ― ― 0.04 0.11 0.04 0.11 

2d センダン群落 ― ― ― ― 0.02 0.04 0.02 0.04 

3 スギ・ヒノキ植林 ― ― ― ― 0.30 0.75 0.30 0.75 

4a モウソウチク・マダケ林 ― ― ― ― 0.27 0.67 0.27 0.67 

4b ホテイチク林 ― ― ― ― 0.01 0.03 0.01 0.03 

5 アズマネザサ群落 ― ― ― ― 0.24 0.62 0.24 0.62 

6 クコ・ノイバラ群落 ― ― ― ― 0.29 0.74 0.29 0.74 

7 ヨシ群落 ― ― ― ― 0.03 0.08 0.03 0.08 

8 ヒメガマ群落 ― ― ― ― 0.01 0.02 0.01 0.02 

9 コガマ群落 0.13 2.31 0.00 0.00 0.18 0.47 0.05 0.13 

10 オギ群落 0.17 3.01 0.00 0.00 0.54 1.38 0.37 0.93 

11 アシカキ群落 ― ― ― ― 0.01 0.02 0.01 0.02 

12 河辺一年生草本群落 ― ― ― ― 0.01 0.04 0.01 0.04 

13 外来沈水植物群落 0.02 0.38 0.00 0.00 0.04 0.10 0.02 0.05 

14a オオブタクサ・セイタカアワダチソウ群落 ― ― ― ― 1.27 3.22 1.27 3.22 

14b アレチウリ群落 ― ― ― ― 0.25 0.63 0.25 0.63 

15a チガヤ群落 ― ― ― ― 1.01 2.55 1.01 2.55 

15b セイバンモロコシ群落 ― ― ― ― 0.13 0.32 0.13 0.32 

a 畑雑草群落 0.67 11.54 0.00 0.00 3.34 8.48 2.67 6.79 

b 水田雑草群落 2.92 50.56 0.00 0.00 18.80 47.74 15.88 40.31 

c 放棄畑雑草群落 0.19 3.29 0.00 0.00 1.16 2.95 0.97 2.46 

d 放棄水田雑草群落 1.00 17.36 0.00 0.00 3.02 7.66 2.01 5.11 

e 果樹園 ― ― ― ― 0.28 0.70 0.28 0.70 

f 路傍・空地雑草群落 0.19 3.31 0.00 0.00 1.24 3.15 1.05 2.67 

h 芝地 ― ― ― ― 0.04 0.10 0.04 0.10 

k1 住宅地・墓地等 0.06 1.05 5.63 97.38 0.50 1.27 6.07 15.41 

k2 道路 0.31 5.43 0.00 0.00 3.95 10.04 3.64 9.24 

k3 コンクリート構造物 ― ― ― ― 0.22 0.55 0.22 0.55 

m 造成地 ― ― ― ― 0.09 0.22 0.09 0.22 

r,w1,w2 開放水域（自然裸地、河川、水路・調整池） 0.10 1.75 0.15 2.62 1.00 2.54 1.05 2.67 

合計 5.78 100.00 5.78 100.00 39.39 100.00 39.39 100.00 

注 1）各植生の面積は、小数点第 3位を四捨五入しているため、合計が合わない場合がある。 

注 2）改変後の開放水域の面積は、付替水路・新設水路・創出環境の面積の合計である。 

注 3）植生区分は現地調査の結果と航空写真との重ね合わせにより区分しているため、表中の道路ならびに水路の改変前の面積

と用地実測図の面積は完全には一致しない。 
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ｱ）上位性の注目種（オオタカ） 

i 行動圏解析 

【行動圏解析の方法】 

現地調査において、対象事業実施区域から  圏内で確認された 4 か所の巣（A ペア

～Dペアとする。）のうち、対象事業実施区域に最も近い巣は Aペアであったため、本事

業における対象ペアを Aペアと想定し、行動圏解析を行った。 

なお、4か所の巣の距離（巣間距離）は、  程度（樹林や市街地等の環境により多少

の変化がみられる）であった。「神奈川猛禽類レポート」（平成 12年 神奈川野生生物研

究会）において報告されている神奈川県丘陵地におけるオオタカの巣間距離は、ほぼ

2.0km であり、本事業の対象事業実施区域から  圏内で確認された 4 か所の巣の巣間

距離とおおよそ合致しており、均等な営巣地の配置であった。対象事業実施区域から 

  圏内で確認された 4か所の巣の配置図を図 8.2.4-8 に示す。 

解析手法は、「猛禽類保護の進め方（改訂版）―特にイヌワシ、クマタカ、オオタカに

ついて―」（平成 24 年 環境省自然環境局野生生物課）に示されている「行動圏の算出

のための手順」を基に行い、行動圏及び高利用域、営巣中心域を算出した。 

 

【行動圏解析の結果】 

行動圏解析の結果、本事業における対象ペアは A ペアであり、行動圏の面積は

1,113.45ha であった。対象事業実施区域（改変区域）は Aペアの行動圏の一部と重なり、

その割合は 0.52％であった。一方で、高利用域や営巣中心域とは重ならなかった。 

なお、Aペアの行動圏における採食地面積は 311.08ha であった。行動圏解析の結果を

図 8.2.4-9～図 8.2.4-11 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※   ：動植物保全の観点から非公開とする。 
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図 8.2.4-8 オオタカ営巣地配置図 

  

動植物保全の観点から 

非公開 
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図 8.2.4-9 オオタカ行動圏解析 

  

動植物保全の観点から 

非公開 
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図 8.2.4-10 オオタカ行動圏解析（Aペアの行動圏及び高利用域、営巣中心域） 

  

動植物保全の観点から 

非公開 
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図 8.2.4-11 オオタカ行動圏解析（Aペアの採食地の予測図） 

  

動植物保全の観点から 

非公開 
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ii 餌資源量調査 

【推定餌資源量の算出】 

餌資源量調査の調査方法及びオオタカの好適餌種の選定方法は、「4）現地調査の結果、

① 上位性の注目種（オオタカ）、（ｱ）調査手法、ｲ）餌資源量調査」（942 ページ）に記載

しているとおりである。 

 

選定した好適餌種の環境類型区分毎の 1ha あたりの平均確認個体数に好適餌種の基礎

重量を乗じ、環境類型区分毎の 1ha あたりの推定餌重量を算出した。好適餌種の基礎重

量は、「新潟県における鳥類 280 種の体重測定値」（日本鳥類標識協会誌、2009 年、第 21

巻 2 号）または「全国的な生態観測調査「モニタリングサイト 1000」で見えてきた日本

の森林性鳥類の分布状況」（日本鳥類学会誌、2011 年、第 60巻 1号）を参照した。 

 

さらに、行動圏解析により明らかになった本事業における対象ペアである A ペアの行

動圏内の採食地の餌資源量調査における環境類型区分毎の推定餌資源量（kg）を算出し

た。 

推定餌資源量は、環境類型区分毎の 1ha あたりの推定餌重量に A ペアの行動圏内の採

食地の環境類型区分の面積を乗じて算出した。 

なお、推定餌資源量の算出は、好適餌種の環境類型区分毎の 1ha あたりの平均確認個

体数が A ペアの行動圏内の採食地（環境類型区分毎）に等しく生息すると仮定して行っ

た。 

餌資源量調査の方法の概略図を図 8.2.4-12 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8.2.4-12 餌資源量調査の方法の概略 

 

  

（予測の前段として） 

・現地調査及び文献その他の資料情報に基づいたオオタカの好適餌種の環境類型区

分毎の 1ha あたりの平均個体数の算出 

※方法及び結果は前述のとおりである。 

◆オオタカの好適餌種の環境類型区分毎の 1ha あたりの推定餌重量（g/ha）の算出 

 

「好適餌種の平均個体数にそれぞれの基礎重量を乗じた」 

◆オオタカの好適餌種の環境類型区分毎の推定餌資源量（kg）の算出 

 

「好適餌種の推定餌重量（g/ha）に環境類型区分の面積を乗じた」 

※好適餌種の環境類型区分毎の 1ha あたりの平均個体数が 

各環境類型区分に等しく生息すると仮定した。 
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【推定餌資源量の算出結果】 

餌資源量調査の調査結果（好適餌種の環境類型区分毎の 1ha あたりの平均個体数）は、

「4）現地調査の結果、① 上位性の注目種（オオタカ）、（ｴ）調査結果、ｲ）餌資源量調

査」（942～944 ページ）に記載しているとおりである。 

 

環境類型区分毎の 1ha あたりの推定餌重量は、水域が 18,466.67g/ha と最も大きく、

次いで耕作地（平野部）が 9,050.67g/ha と大きく、樹林が 2,671.33g/ha と最も小さか

った。環境類型区分毎の 1ha あたりの推定餌重量を表 8.2.4-18(1)及び(2)に示す。 

 

さらに、Aペアの行動圏内の採食地の環境類型区分毎の推定餌資源量は、耕作地（丘陵

地）が 795.40kg と最も多く、市街地等が 112.87kg と最も少なかった。合計した A ペア

の行動圏内の採食地の推定餌資源量は、1,891.44kg であった。 

事業実施による推定餌資源量の変化について、工事中における推定餌資源量の合計は、

対象事業実施区域を採食地から除外し算出した。供用時においては、対象事業実施区域

が改変され新規施設となることから、類似施設（中巨摩清掃工場）の 1ha あたりの推定

餌重量（g/ha）を用いて、新規施設の推定餌資源量を算出し、供用時における推定餌資

源量の合計を算出した。 

算出した結果、工事中においては 1,847.89kg、供用時においては 1,882.39kg であっ

た。現状の推定餌資源量と比較すると、工事中は 2.30%の減少であり、供用時においては

0.48%の減少が推定された。 

なお、「オオタカ等の保護と人工林施業等との共生に関する調査研究・その 2」（平成 19

年 林野庁 関東森林管理局）によると、繁殖期間のオオタカ一家族が必要とする総餌量

は 66.24kg であり、そのうち 49.94kg が好適餌種となりえる中大型鳥類である。 

すなわち、工事中、供用時ともに推定餌資源量が減少すると推定されるが、いずれも

繁殖期間のオオタカ一家族が必要とする総餌量を大きく上回っていた。 

行動圏内の採食地の推定餌資源分布図を図 8.2.4-13 に、工事中における推定餌資源

量の変化を表 8.2.4-19 に、供用時における推定餌資源量の変化を表 8.2.4-20 に示す。 

  



8-666 

（962） 

表 8.2.4-18(1) 環境類型区分における好適餌種の 1ha あたりの推定餌重量 

No. 種名 

基礎

重量 

(g) 

1ha あたりの推定餌重量(g/ha) 

樹林 
草地・ 

低木林 

耕作地 

（平野部） 

耕作地 

（丘陵地） 

1 コジュケイ 275 550.00 0.00 0.00 0.00 

2 キジ 996 0.00 5,312.00 1,328.00 1,328.00 

3 マガモ 800 0.00 0.00 0.00 0.00 

4 カルガモ 750 0.00 0.00 0.00 0.00 

5 カワラバト（ドバト) 240 0.00 0.00 6,400.00 0.00 

6 キジバト 248 330.67 330.67 1,322.67 1,984.00 

7 ホトトギス 49 98.00 0.00 0.00 0.00 

8 カケス 135 90.00 0.00 0.00 0.00 

9 ガビチョウ 70 513.33 186.67 0.00 0.00 

10 ヒヨドリ 86 1,089.33 0.00 0.00 0.00 

11 ムクドリ 86 0.00 229.33 0.00 1,032.00 

12 イカル 71 0.00 0.00 0.00 0.00 

- 合計 2,671.33 6,058.67 9,050.67 4,344.00 

注）餌重量の算出には表記以外の小数点以下も含めて計算していることから、表記の数値のみでは

計算が合わない場合がある。 

 

 

表 8.2.4-18(2) 環境類型区分における好適餌種の 1ha あたりの推定餌重量 

No. 種名 
基礎重量 

(g) 

1ha あたりの推定餌重量(g/ha) 

市街地等 水域 類似施設 

1 コジュケイ 275 0.00 0.00 0.00 

2 キジ 996 0.00 0.00 1,328.00 

3 マガモ 800 0.00 7,466.67 0.00 

4 カルガモ 750 0.00 3,000.00 0.00 

5 カワラバト（ドバト) 240 0.00 8,000.00 1,920.00 

6 キジバト 248 4,629.33 0.00 3,306.67 

7 ホトトギス 49 0.00 0.00 0.00 

8 カケス 135 0.00 0.00 0.00 

9 ガビチョウ 70 0.00 0.00 0.00 

10 ヒヨドリ 86 1,032.00 0.00 229.33 

11 ムクドリ 86 0.00 0.00 0.00 

12 イカル 71 0.00 0.00 189.33 

- 合計 5,661.33 18,466.67 6,973.33 

注）餌重量の算出には表記以外の小数点以下も含めて計算していることから、表記の

数値のみでは計算が合わない場合がある。 
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表 8.2.4-19 工事中における Aペアの行動圏内の採食地の推定餌資源量の変化 

環境類型区分 
事業実施前 工事中 

面積(ha) 推定餌資源量(kg) 面積(ha) 推定餌資源量(kg) 

草地・低木林 40.26 243.91 39.94 241.97 

耕作地（平野部） 54.42 492.57 49.93 451.86 

耕作地（丘陵地） 183.10 795.40 183.10 795.40 

市街地等 19.94 112.87 19.82 112.21 

水域 13.36 246.68 13.35 246.44 

合計 311.08 1891.44 306.13 1847.89 

注）餌資源量の算出には表記以外の小数点以下も含めて計算していることから、表記の数値の

みでは計算が合わない場合がある。 

 

 

表 8.2.4-20 供用時における Aペアの行動圏内の採食地の推定餌資源量の変化 

環境類型区分 
事業実施前 供用時 

面積(ha) 推定餌資源量(kg) 面積(ha) 推定餌資源量(kg) 

草地・低木林 40.26 243.91 39.94 241.97 

耕作地（平野部） 54.42 492.57 49.93 451.86 

耕作地（丘陵地） 183.10 795.40 183.10 795.40 

市街地等 19.94 112.87 19.82 112.21 

水域 13.36 246.68 13.35 246.44 

新規施設※ 0.00 0.00 4.95 34.50 

合計 311.08 1891.44 311.08 1882.39 

注 1）餌資源量の算出には表記以外の小数点以下も含めて計算していることから、表記の数値

のみでは計算が合わない場合がある。 

注 2）「※」を附している新規施設の推定餌資源量は、対象事業実施区域が改変され新規施設

となることから、類似施設（中巨摩清掃工場）の 1ha あたりの推定餌重量を用いて算出

した。 
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図 8.2.4-13 行動圏内の採食地の推定餌資源分布図 

  

動植物保全の観点から 

非公開 
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iii 予測結果 

上位性の注目種（オオタカ）の予測結果を表 8.2.4-21(1)及び(2)に示す。 

なお、予測地域は対象ペアの行動圏とした。 

 

表 8.2.4-21(1) 上位性注目種のオオタカの予測結果 

種名 

オオタカ（環境省 RL:準絶滅危惧(NT)、山梨県 RDB:準絶滅危惧(NT)） 

個体等 生息環境 

  

形態・生態 

全長 50 ～ 56 ㎝でカラスくらいの大きさ。雌は上面が暗灰褐色、雄では青灰褐色。下面は白色で黒褐色

の細い横斑がある。飛翔時に鷹斑が見られるが、個体により白くみえる。幼鳥は褐色で下面に暗褐色の縦斑

が見られ、飛翔時の鷹斑は明瞭。林内や林縁等で主に鳥類を捕食。ネズミやノウサギなどの哺乳類も捕食す

る。（「2018 山梨県レッドデータブック 山梨県の絶滅のおそれのある野生生物」(平成 30 年 山梨県)） 

 

確認状況 

猛禽類調査（繁殖期）により、対象事業実施区域内の耕作地上空等において、5例の飛翔が確認された。

そのうち、ディスプレイ飛翔は 2 例であった。対象事業実施区域周辺の樹林上空等において、93 例の飛翔

やとまりが確認された。そのうち、ディスプレイ飛翔は 5例、交尾は 3例であった。繁殖期（2月～8月）

の確認状況は、2月では 31 例、3月では 35 例、4月では 5例、5月では 3例、6月では 11 例、7月では 13

例の計 98 例であった。一方、非繁殖期（9月～1月）における鳥類（一般鳥類）調査による確認状況は、9

月（鳥類調査）では 0例、1月（鳥類調査）では 0例の計 0例であり、非繁殖期における確認はなかった。

また、対象事業実施区域から  圏内にオオタカの巣が 4 か所確認された。なお、オオタカは繁殖初期に

ペア外の個体が行動圏内へ進入することがあり、営巣地が隣接することからも、個体識別が困難であった。

しかし、繁殖期が進むにつれ、オオタカペアは営巣地を中心とする行動圏内を主要な生息環境として利用

するものと考えられる。 

※   ：動植物保全の観点から非公開とする。 

 

  

撮影日：令和 4年 4月 19日 
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表 8.2.4-21(2) 上位性注目種のオオタカの予測結果 

予測結果 
影響 
有無 

【工事中】 ◇造成等の施工による一時的な影響 
対象事業実施区域の周辺で確認された 4 ペアについて、「猛禽類の保護の
進め方(改訂版)－特にイヌワシ、クマタカ、オオタカについて－」（平成 24
年 環境省）に基づき、ハビタットとなる行動圏及び高利用域、営巣中心
域、採食地の行動圏解析を行った結果、本事業における対象ペアは Aペア
であった。営巣地配置図を図 8.2.4-8、A ペアの行動圏解析の結果を図 
8.2.4-9、図 8.2.4-10、図 8.2.4-11 に示す。 
解析の結果から、Aペアの行動圏の面積は 1,113.45ha であり、対象事業実
施区域が Aペアの行動圏(ハビタット)に該当するものの、高利用域、主要
な営巣活動を行う営巣中心域ともに該当しない。すなわち、造成等による
改変はない。また、事業実施により対象事業実施区域（5.78ha）は消失す
るが、行動圏内で対象事業実施区域（改変区域）の割合は 0.52％である。
さらに、餌資源量調査の結果から、行動圏内の採食地の推定餌資源量が非
常に豊かであると考えられ、事業実施により行動圏内の採食地はわずかに
減少する（2.30%の減少）が、高利用域を含む広域な採食地が残存する。ま
た、採食環境が悪化すると、オオタカの密度が低下し、行動圏が広がる知
見が存在するが、周辺オオタカペアの行動圏配置から行動圏拡大等の傾向
は確認されなかった。そのため、採食環境の悪化や兆候はないと考えられ
る。 
以上のことから、事業実施による影響は小さいと予測されるが、推定餌資
源量の予測に不確実性を含むと考えられる。 
また、生態系の要素として、造成等により地形・地質、水象、光環境、土
地利用を含む植生、動植物の変化が生じる。オオタカの生息環境としては
対象事業実施区域が採食地に該当し、造成により鳥類等の餌生物の減少、
食物連鎖の変化が想定されるが、推定餌資源量の変化はわずかであり
（2.30%の減少）、高利用域を含む広域な採食地が残存するため、地域生態
系へ与える影響も小さいと予測されるが、推定餌資源量の予測に関して不
確実性を含むと考えられる。 
なお、工事によるオオタカ餌生物を含む地域生態系を構成する動物の繁殖
影響や個体殺傷の可能性が想定されるが、工事に先立ち、草地環境の段階
的な刈り込みによる対象事業実施区域周辺への誘導等、環境に配慮した措
置を行うことで影響の低減に寄与するものと考えられる。 

また、建設機械の稼働による騒音や振動、または工事作業員の周辺環境へ

の立入りにより、個体及び餌生物が一時的に忌避する可能性が想定され

る。これらは、低騒音・低振動型の建設機械の使用や、周辺環境への作業

員の立入りを制限する環境に配慮した措置を行うことで影響の低減に寄

与するものと考えられる。 

▲ 

【存在・供用時】 ◇施設の存在 
施設の存在により、ハビタットとなる採食環境の減少が生じるが、A ペア
の主要なハビタットとなる高利用域や営巣中心域は残存し、推定餌資源量
の変化もわずかである（0.48%の減少）ため、事業実施による影響は小さい
と予測されるが、推定餌資源量の予測に関して不確実性を含むと考えられ
る。 
生態系の要素としては、施設の存在により、要素の集合体となる環境類型
区分が「市街地等」に変化する。オオタカは近年市街地にも適応しており、
現地調査時も市街地での飛翔が確認されている。そのため、地域生態系へ
与える影響も小さいと予測されるが、推定餌資源量の予測に関して不確実
性を含むと考えられる。 

なお、光環境による影響について、オオタカは夜行性ではないため、影響

はないと予測される。 

▲ 

注）影響の有無についての凡例は以下のとおりである。 

●：影響が予測される。 

▲：影響は小さいと予測される。 

－：影響はないと予測される。 
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ｲ）典型性の注目種（ヒバリ） 

i 予測結果 

典型性の注目種（ヒバリ）の予測結果を表 8.2.4-22(1)及び(2)に、事業実施前後の行動

域面積の変化を表 8.2.4-23 に示す。なお、予測地域は生態系のまとまりや個体群を考慮

し、対象事業実施区域及びその周辺の調査範囲とした。 

 

表 8.2.4-22(1) 典型性注目種のヒバリの予測結果 

種名 

ヒバリ 

個体等 生息環境 

  

形態・生態 

全長 17cm。雌雄同色、頭から尾羽までの上面は淡い黄褐色で、黒褐色の斑紋がある。眉斑は白っぽく、

耳羽は赤褐色味がある。体下面は全体に白っぽく、胸には淡い黒褐色の縦斑、脇腹には褐色の縦斑がある。

生息環境は農耕地、草地、川原など。繁殖期はつがいで、非繁殖期は小群を作って生活する。植物の種子、

昆虫類やクモ類などを歩き回りながらついばむ。草地の地上で営巣する。（「山渓ハンディ図鑑新版日本の

野鳥」(平成 26 年 叶内拓哉ほか)） 

 

確認状況 

繁殖期における囀り飛翔の確認地点を基に、ヒバリのつがい数及び行動域を推定した。現地調査の結果、

調査範囲内で 12 つがいが確認され、ヒバリの最も広い行動域は 2.78ha、最も狭い行動域は 1.76ha であっ

た。環境類型区分「耕作地」を代表する鳥類であり、耕作地に依存するが、行動圏が広い高次消費者や行動

圏の狭いヘビ等の餌として、地域生態系の食物連鎖の中間的位置に存在すると考えられる。 

 

  

撮影日：令和 5年 4月 11日 



8-672 

（968） 

 

表 8.2.4-22(2) 典型性注目種のヒバリの予測結果 

予測結果 
影響 
有無 

【工事中】 ◇造成等の施工による一時的な影響 
事業実施前後におけるヒバリのハビタットとなる行動域面積の変化を推
定した。改変前に推定した行動域及び既往文献において確認されている行
動域面積のうち最小値となる佐々木（2005年）の数値を基準値（1.15ha）
として設定した。基準値を下回る場合には、行動域が維持できないものと
して、事業実施前後のつがい数を推定し、環境影響を予測した。ヒバリの
事業実施前後の行動域面積の変化を表 8.2.4-23に示す。 
12組のつがいのうち、2組の行動域面積が基準値を下回ることから、行動域
が維持できない可能性がある。10組のつがいは残存し、さらにその周辺に
同様な環境類型区分「耕作地」も広く分布することから、当該地域のヒバ
リ個体群は維持されると推察される。そのため、事業による影響は小さい
と予測され、予測の不確実性はないと考えられる。 
また、生態系としては造成等により、地形・地質、水象、光環境、土地利
用を含む植生、動植物の要素の変化が生じ、ヒバリの上位にヘビ類や中型
哺乳類、猛禽類等の食物連鎖の変化が想定されるが、当該地域のヒバリ個
体群が維持されるため、地域生態系へ与える影響は小さいと予測され、予
測の不確実性はないと考えられる。 
なお、工事による地域生態系を構成する動物の繁殖影響や個体殺傷の可能
性が想定されるが、工事に先立ち、草地環境の段階的な刈り込みによる対
象事業実施区域周辺へ誘導等の環境に配慮した措置を行うことで影響の
低減に寄与するものと考えられる。 

また、建設機械の稼働による騒音や振動、または工事作業員の周辺環境へ

の立入りにより一時的に忌避する可能性が想定される。これらは、低騒音・

低振動型の建設機械の使用や、周辺環境への作業員の立入りを制限する環

境に配慮した措置を行うことで影響の低減に寄与するものと考えられる。 

▲ 

【存在・供用時】 ◇施設の存在 
事業実施前後におけるヒバリのハビタットとなる行動域面積の変化を推
定した。 
12組のつがいのうち、2組の行動域面積が基準値を下回ることから、行動域
が維持できない可能性がある。10組のつがいは残存し、さらにその周辺に
ヒバリが生息する環境類型区分「耕作地」も広く分布することから、当該
地域のヒバリ個体群は維持されると推察される。そのため、事業による影
響は小さく、地域生態系への影響も小さいと予測され、予測の不確実性は
ないと考えられる。 
生態系の要素としては、施設の存在により、要素の集合体となる環境類型
区分が市街地に変化する。しかし、周辺に環境類型区分の耕作地が広く分
布することから、食物連鎖の中のヒバリ個体群は維持されると推察され
る。そのため、事業による地域生態系へ与える影響も小さいと予測され、
予測の不確実性はないと考えられる。 

なお、光環境による影響について、ヒバリは夜行性ではないため、影響は

ないと予測される。 

▲ 

注）影響の有無についての凡例は以下のとおりである。 

●：影響が予測される。 

▲：影響は小さいと予測される。 

－：影響はないと予測される。 
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表 8.2.4-23 ヒバリの事業実施前後の行動域面積の変化 

行動域 No 
推定行動域 

面積（ha） 

残存行動域 

面積（ha） 
行動域の維持 

1 1.76 1.76 ○ 

2 1.76 1.74 ○ 

3 1.76 1.76 ○ 

4 1.76 1.60 ○ 

5 1.76 0.00 × 

6 2.22 2.22 ○ 

7 2.78 2.62 ○ 

8 1.76 1.10 × 

9 1.76 1.68 ○ 

10 1.76 1.76 ○ 

11 1.76 1.76 ○ 

12 1.76 1.76 ○ 

注 1）行動域 No は図 7.2.4-6 の行動域の No と同じである。 

注 2）行動域の維持についての凡例は以下のとおりである。 

○：行動域が維持できる（1.15ha 以上） 

×：行動域が維持できない（1.15ha 未満） 
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ｳ）典型性の注目種（ニホンアマガエル） 

i 予測結果 

典型性の注目種（ニホンアマガエル）の予測結果を表 8.2.4-24(1)及び(2)に示す。なお、

予測地域は生態系のまとまりや個体群を考慮し、対象事業実施区域及びその周辺の調査範

囲とした。 

 

表 8.2.4-24(1) 典型性注目種のニホンアマガエルの予測結果 

種名 

ニホンアマガエル 

個体等 生息環境 

  

形態・生態 

体長雄 22～39mm、雌 26～45mm。体色は緑色や灰褐色で生息環境により変化する。低地から山地の比較的

開けた水辺やその周辺に生息。主に日中活動し、飛翔昆虫を含む地上性無脊椎動物を捕食するが、夜間街灯

などの明かりに集まり、灯火にくる飛翔昆虫類も捕食する。（「原色爬虫類・両生類検索図鑑」(平成 23 年 

北隆館)） 

 

確認状況 

対象事業実施区域内では草地・低木林で 2地点 2個体、耕作地で 33 地点 44 個体が確認された。 

対象事業実施区域の周辺では樹林で 7 地点 7 個体、草地・低木林で 16 地点 18 個体、耕作地で 82 地点

103 個体、市街地等で 7地点 7個体、水域で 16 地点 18 個体が確認された。 

上記のうち、繁殖に係る確認として、対象事業実施区域内では水田 3 地点で幼生が確認され、対象事業

実施区域の周辺では水田 11 地点で幼生が確認された。 

対象事業区域内及びその周辺で多く確認があり、繁殖も確認された。当該地域は水田環境にもかかわら

ず、ニホンアマガエル以外の両生類がほとんど確認されていない。地域生態系における高次消費者の餌生

物として食物連鎖の役割は大きいと考えられる。 

 

 

  

撮影日：令和 4年 4月 28日 
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表 8.2.4-24(2) 典型性注目種のニホンアマガエルの予測結果 

予測結果 
影響 
有無 

【工事中】 ◇造成等の施工による一時的な影響 
本種は確認状況や生態特性から、当該地域の多様な環境をハビタットと
し、対象事業実施区域やその周辺の土地利用の状況に応じて水田や草地環
境等で繁殖・生息していると推察され、工事の実施により、ハビタットの
変化が考えられる。 
多様な環境を利用する本種にとって最も重要なハビタットは繁殖に利用
される水田環境と考えられる。造成等により対象事業実施区域内の繁殖に
利用される水田環境（1.30ha）は消失するが、繁殖が確認された対象事業
実施区域周辺の繁殖・生息環境（水田 3.62ha）は広く残存し、さらにその
周辺に同様な環境類型区分「耕作地」も広く分布することから、生息・繁
殖も維持され、個体群も維持されると推察される。そのため、事業による
影響は小さいと予測され、予測の不確実性はないと考えられる。 
また、生態系としては造成等により、地形・地質、水象、光環境、土地利
用を含む植生、動植物の要素の変化が想定されるが、個体群は維持される
ため、食物連鎖の低次または中間消費者、高次消費者の餌生物としても維
持され、地域生態系への影響は小さいと予測され、予測の不確実性はない
と考えられる。 
なお、この変化や工事による地域生態系を構成する動物の繁殖影響や個体
殺傷の可能性が想定されるが、工事に先立ち、水路及び水田への水流入の
停止による対象事業実施区域周辺への誘導等、環境に配慮した措置を行う
ことで影響の低減に寄与するものと考えられる。 

また、資機材運搬車両との接触やロードキルの可能性が想定されるが、資

機材運搬車両の運転者への事前講習等を行うことで影響の低減に寄与す

るものと考えられる。 

▲ 

【存在・供用時】 ◇施設の存在 
本種は確認状況や生態特性から、当該地域の多様な環境をハビタットと
し、対象事業実施区域やその周辺の土地利用の状況に応じて水田や草地環
境等で繁殖・生息していると推察され、施設の存在により、ハビタットの
減少が考えられる。しかし、繁殖が確認された対象事業実施区域周辺の繁
殖・生息環境は広く残存し、さらにその周辺に同様な環境類型区分「耕作
地」も広く分布することから、生息・繁殖も維持され、個体群も維持され
ると推察される。そのため、事業による影響は小さく、地域生態系へ与え
る影響も小さいと予測され、予測の不確実性はないと考えられる。 
生態系の要素としては施設の存在により、要素の集合体となる環境類型区
分が市街地に変化するが、対象事業実施区域内には緑地や調整池も存在
し、本種の進入や、新たなハビタットとしての利用も想定される。 

対象事業実施区域の進入や利用に伴い、廃棄物運搬車両との接触やロード

キルの可能性、夜間照明による生息環境の攪乱が想定されるが、廃棄物運

搬車両の運転者への事前講習等、照明の種類や照射角度の調整等の環境に

配慮した措置を行うことで影響の低減に寄与するものと考えられる。 

▲ 

注）影響の有無についての凡例は以下のとおりである。 

●：影響が予測される。 

▲：影響は小さいと予測される。 

－：影響はないと予測される。 
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（4）環境の保全のための措置及び検討経緯 

1）環境配慮事項（再掲） 

本事業においては表 8.2.4-25 に示すとおり環境配慮事項を計画している。 

 

表 8.2.4-25 環境配慮事項 

環境要因 影響 措置の内容 区分 効果の不確実性 

工事中 造成工事 繁殖影響、 

生息個体・環境へ

の影響 

工事の実施により、対象事業

実施区域の生息個体への影響

が想定される。そのため、事

前環境整備として、工事に先

立ち、草地環境の段階的な刈

り込みや水路及び水田への水

流入の停止を行い、地域生態

系を構成する動物を対象事業

実施区域周辺へ誘導する。 

最小化 

草地環境の刈り込み等の

事前環境整備により、生

息環境の管理を行うこと

で、生息個体への影響を

低減できるため、不確実

性はないと考えられる。 

 建設機械の 

稼働 

騒音・振動 建設機械の稼働による騒音や

振動の影響により一時的に忌

避する可能性が考えられる

が、低騒音型・低振動型の建

設機械を使用し、周辺環境へ

の騒音・振動の影響をさらに

低減する。 

最小化 

建設機械の稼働による騒

音や振動の影響は一時的

であると考えられるが、

低騒音型・低振動型の建

設機械を使用すること

で、周辺環境への騒音・振

動の影響をさらに低減で

きるため、不確実性はな

いと考えられる。 

 周辺環境へ

の立入り 

周辺環境の攪乱 工事作業員が周辺環境へ立入

ることで周辺環境の攪乱や生

息個体への影響が考えられ

る。これらの影響を低減する

ため、対象事業実施区域周辺

の草地や水田、森林への作業

員の立入りを制限する。 

最小化 

工事作業員による周辺環

境への不用意な立入りを

制限することで、人為的

な攪乱による影響を低減

できるため、不確実性は

ないと考えられる。 

工事中・

供用時 

事業関係車

両の走行 

ロードキルの発生 対象事業実施区域内の資機材

運搬車両及び廃棄物運搬車両

との接触やロードキルの可能

性が考えられるため、運転者

に対して、ロードキル防止の

事前講習や対象事業実施区域

での速度制限の啓発活動を実

施する。 

最小化 

対象事業実施区域内の関

係車両の運転者へロード

キル防止の事前講習や対

象事業実施区域での速度

制限の啓発活動を実施す

ることで、車両走行の影

響を低減できるため、不

確実性はないと考えられ

る。 

供用時 夜間照明の 

点灯 

生育・生息環境の

攪乱 

昆虫類の誘因効果の低い黄色

高圧ナトリウムランプや LED

照明等を使用し、対象事業実

施区域外への光の漏れ出し防

止のために照射角度調整やラ

ンプシェード設置を行うこと

で、昆虫類や夜行性生物、植

物、農作物への影響を最小化

する。 

最小化 

昆虫類の誘因効果の低い

照明を使用し、光の漏れ

出し防止のために照射角

度調整やランプシェード

設置を行うことで、昆虫

類や夜行性生物、植物、農

作物への影響を低減でき

るため、不確実性はない

と考えられる。 
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2）環境の保全のための措置の検討 

オオタカ（965 ページ）、ヒバリ（967 ページ）、ニホンアマガエル（970 ページ）に示して

いる予測の結果、注目種の 3種への影響及び地域生態系への影響は、影響が小さいと予測さ

れた。 

そのため、地域生態系の注目種及び地域生態系に対する環境保全措置は講じないこととし

た。 

 

3）環境の保全のための措置 

検討の結果、地域生態系の注目種及び地域生態系に対する環境保全措置は講じないことと

した。 

なお、本事業では、陸上植物・陸上動物・水生生物の環境保全措置として、対象事業実施

区域内での止水域や湿地環境の環境創出と、保全対象種の移植等を計画している。これらの

創出環境は地域生態系の環境類型区分「耕作地」に該当し、環境創出、保全対象の移植等や

維持管理を実施することで、地域生態系に貢献すると考えられる。その結果、対象事業実施

区域周辺の環境類型区分「耕作地」から環境類型区分「耕作地」の生物群集の一部が進入し、

生態系のつながりやハビタットが生まれ、対象事業実施区域が地域生態系の一部として機能

することが想定される。 

陸上植物・陸上動物・水生生物の環境保全措置は、「8.2.1 陸上植物」（757 ページ）、「8.2.2 

陸上動物」（864 ページ）、「8.2.3 水生生物」（914 ページ）に示すとおりである。 
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（5）評価 

1）評価の手法 

① 環境影響の回避・最小化・代償に沿った配慮に関する評価 

調査及び予測の結果に基づき、生態系に係る環境影響について、実行可能な範囲内で回避・

最小化・代償の方針に沿った配慮が行われているかを評価した。 

 

② 環境保全上の目標との整合性に関する評価 

生態系について環境基準等は存在せず、また、オオタカ、ヒバリ、ニホンアマガエルの各

注目種の 3種への影響及び地域生態系への影響は、影響が小さいと予測された。 

そのため、環境保全措置は行わず、成功基準も設定しない。 

 

2）評価の結果 

① 環境影響の回避・最小化・代償に沿った配慮に関する評価 

地域生態系の注目種においては、事業実施に伴う影響が小さく、環境保全措置は講じない

と判断したが、陸上植物・陸上動物・水生生物の環境保全措置を実施することで、地域生態

系に係る環境影響も実行可能な範囲内で代償されており、環境の保全についての配慮ができ

る限りなされていると評価した。 

評価結果を表 8.2.4-26 に示す。 

 

表 8.2.4-26 評価結果 

評価対象 
陸上植物・陸上動物・水生生物の 

環境保全措置 
評価 

事後調査の有無と

その理由 

地域生態系 

陸上植物・陸上動物・水生生物 

・止水・湿地環境の創出 

・個体及び個体群の移植等による保全 

 

○ 

・有り 

・陸上植物・陸上動

物・水生生物の環

境保全措置の不

確実性を担保す

るため、保全措置

後に地域生態系

の生物種群を確

認し、順応的管理

を行う。 

注）評価についての凡例は以下のとおりである。 

○：環境保全目標を満足している。 

－：環境保全目標を満足していない。 
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② 環境保全上の目標との整合性に関する評価 

生態系について環境基準等は存在せず、また、オオタカ、ヒバリ、ニホンアマガエルの各

注目種の 3種への影響及び地域生態系への影響は、影響が小さいと予測された。 

そのため、環境保全措置は行わず、成功基準も設定しない。 

なお、影響が小さいと予測された生態系の注目種 3種（オオタカ、ヒバリ、ニホンアマガ

エル）及び予測に不確実性を含むオオタカにおける推定餌資源量は、予測検証の観点から、

工事中・供用時の事後調査により確認・検証する。なお、事後調査の際は、確認の有無だけ

ではなく、確認環境や確認行動等（採餌行動等）のデータも詳細に取得し、オオタカについ

ては、営巣木の状況やその周辺の環境についてのデータも取得し、事後調査の結果の検討に

あたっては作農の変化や水質・水温・水量の変化も踏まえて検討する。また、陸上植物・陸

上動物・水生生物の環境保全措置に対する事後調査の際に、環境創出の効果の確認・検証と

して、地域生態系の生物群集の生息状況調査も行う。 
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